
ブ・カード」を求職活動支援書としても活用す
ることが可能となっている。
また、高年齢者等の安定した就職の実現を図
るため、常用雇用に向けて中高年齢者を一定期
間試行的に雇用する事業主に対して中高年齢者
トライアル雇用奨励金を支給するとともに、高
年齢者等の就職困難者を公共職業安定所等の紹
介により、継続して雇用する労働者として雇い
入れる事業主に対する助成措置（特定求職者雇
用開発助成金）を実施する。
このほか、事業主団体と公共職業安定機関と
の協力の下、技能講習、合同面接会等を一体的
に行うシニアワークプログラム事業を実施する。

ウ　 多様な形態による雇用・就業機会の確保
高齢者の多様な就業ニーズに対応し、高齢者

が生きがいを持って地域社会で生活できるよう
にするため、定年退職後等において、臨時的・短
期的又は軽易な就業を希望する者に対し、意欲
や能力に応じた就業機会、社会参加の場を総合
的に提供するシルバー人材センター事業につい
て、「教育、子育て、介護、環境」等の分野におい
てシルバー人材センターと地方公共団体が共同
して企画提案した事業を支援するほか、各シル
バー人材センターにおいて会員が身近な地域で
安心して働くことができるよう多様な就業機会
を提供するとともに、適切な運営の確保を図る。
また、高齢者の技術、技能、資格、職業経験等
を登録し、地域の企業、団体、家庭、地域コミュ
ニティなどからの高齢者ニーズに適合させるた
めに、ワークショップ、就業支援講座等を開催す
るシニア就業支援プログラム事業を実施する。

1 就業・所得

（1）高齢者の雇用・就業の機会の確保
ア　 知識、経験を活用した65歳までの雇用の
確保
平成18年4月より、「高年齢者等の雇用の安定

等に関する法律」（昭和46年法律第68号）に基
づき、公的年金の支給開始年齢の引上げに合わ
せ、事業主に対して、22年度からは64歳、25年
度からは65歳までというように段階的な定年の
引上げ、継続雇用制度の導入等の措置（以下「高
年齢者雇用確保措置」という。）を講じることが
義務付けられており、高年齢者雇用確保措置を
講じていない事業主に対しては、公共職業安定
所による指導、助言を実施するとともに、独立行
政法人高齢・障害者雇用支援機構の高年齢者雇
用アドバイザーによる技術的事項についての相
談・援助を行う。
公務部門における高齢者雇用については、再
任用制度の活用を基本とし、平成22年度から再
任用の上限年齢が64歳に引き上げられたことも
踏まえ、その推進を図る。

イ　 中高年齢者の再就職の援助・促進
「事業主都合の解雇」又は「継続雇用制度の対
象となる高年齢者に係る基準に該当しなかった
こと」により離職する高年齢離職予定者の希望
に応じて、その職務の経歴、職業能力等の再就
職に資する事項や再就職援助措置を記載した書
面（以下「求職活動支援書」という。）を作成・交
付するよう、事業主に対する周知・啓発を行う
とともに、必要な指導・支援を行う。なお、これ
らの中高年齢者の有する豊富な職業キャリアの
記載ができる「職業キャリアが長い方向けのジョ
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65歳以上までの継続雇用制度の導入、定年の定
めの廃止、又はこれらの措置と併せて高年齢者
の勤務時間の多様化を行う中小企業事業主に対
して助成するとともに、事業主団体が傘下の事
業主を対象として希望者全員が65歳まで働ける
制度、70歳まで働ける制度の導入等の高年齢者
雇用確保措置の充実等を図るための相談・情報
提供その他の援助を行う事業を実施した場合に
助成を行う。さらに、新たに高年齢者職域拡大等
助成金を創設し、希望者全員が65歳まで働ける
制度や70歳まで働ける制度の導入に併せて、高
年齢者の職域の拡大や雇用管理制度の構築に取
り組む事業主を支援し、高年齢者がいきいきと
働き続けることができる職場の創出を図る。
加えて、平成22年11月より、今後の高年齢者

の雇用・就業機会の確保のための総合的な対策
を検討することを目的として「今後の高年齢者
雇用に関する研究会」を開催し、①希望者全員
の65歳までの雇用確保策、②年齢に関わりなく
働ける環境の整備、を中心として調査・検討を
行う。
日本政策金融公庫（国民生活事業・中小企業
事業）において、エイジフリーな勤労環境の整備
を促進するため、高齢者（60歳以上）等の雇用を
伴う設備投資を行う事業者に対しては、雇用要
件の緩和措置（2名以上から1名以上に緩和）を
継続する。

（2）勤労者の生涯を通じた能力の発揮
ア　ゆとりある職業生活の実現等
仕事と生活の調和の実現のため、長時間労働

の抑制、年次有給休暇の取得促進に取り組むな
ど、社会全体で働き方の改革を進めている。
今後とも長時間労働を抑制し、休暇取得促進

を図る観点から、中小企業事業主に対する助成
措置を拡充するなど、労使の自主的な取組を進

エ　起業の支援
株式会社日本政策金融公庫（国民生活事業・

中小企業事業）において、高齢者等を対象に優
遇金利を適用する融資制度（女性、若者／シニ
ア起業家支援資金）により開業・創業の支援を
行う。

オ　 年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向
けた取組

「雇用対策法」（昭和41年法律第132号）第10
条に基づき、労働者の一人一人により均等な働
く機会が与えられるよう、引き続き、労働者の募
集・採用における年齢制限禁止の義務化の徹底
を図るべく、指導等を行う。
また、公的年金の定額部分（男性）の支給開始
年齢が平成25年4月以降65歳に引き上げられる
こと、いわゆる団塊の世代が24年には65歳に到
達し始めること等を踏まえ、希望者全員が65歳
まで働ける制度、さらには企業の実情に応じて
70歳まで働ける制度の普及に取り組む。
年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向け

た取組として、「70歳まで働ける企業」推進プロ
ジェクトにより、全国の先進的企業の取組内容
等の周知や70歳雇用支援アドバイザーによる人
事処遇制度等の見直しに対する個別相談・援助
を実施するとともに、各地域において、希望者全
員が65歳まで働ける制度や70歳まで働ける制
度を既に導入している先進企業の事例等を通
じ、制度導入のメリットや意義、制度を導入する
にあたっての課題やその解決方法を調査分析
し、その成果を地域の関係者で共有するととも
に、セミナー等を通して広く地域の企業に紹介
することにより、地域における取組気運を醸成
し一層の制度の導入を図る。
また、定年引上げ等奨励金について、65歳以
上への定年の引上げ、希望者全員を対象とする
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法が、平成22年6月30日から本格施行されたこ
とから、引き続き改正内容の周知を図るととも
に、企業において改正法の内容が定着し、法の
履行確保が図られるよう事業主に対して指導等
を行う。
また、常時100人以下の労働者を雇用する事
業主については、平成24年7月1日から、介護
休暇の義務化等の規定が適用となることから、
改正法の円滑な全面施行に向けて周知徹底を
図る。

（イ）仕事と家庭を両立しやすい職場環境整備
育児や介護を行う労働者が働き続けやすい環
境整備を推進するため、助成金の活用を図ると
ともに、総合的な情報提供を行う。また、ファミ
リー・フレンドリー企業の普及促進を行う。

エ　 多様な勤務形態の環境整備
（ア）多様な働き方を選択できる環境の整備
パートタイム労働者がその能力を一層有効に
発揮することができる雇用環境を整備するため、
「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法
律」（平成5年法律第76号）に基づく是正指導や、
均衡待遇・正社員化推進プランナーによる相
談・支援のほか、パートタイム労働者の均衡待
遇の確保等に取り組む事業主等に対して助成金
を支給し、正社員との均衡のとれた待遇の確保
のための取組を推進する。
また、所定労働時間が短いながら正社員とし
て適正な評価と公正な待遇が図られた働き方で
あり、育児・介護や地域活動など個々人のライ
フスタイルやライフステージに応じた働き方を
実現させるものとして期待される「短時間正社
員制度」について、その導入・定着を促進するた
め、制度を導入した事業主に対して助成金を支
給するほか、企業の人事担当者等を対象に制度

める企業等に対する支援の充実を図る。

イ　 雇用・就業における女性の能力発揮
勤労者の生涯を通じた男女雇用機会均等の更

なる推進を図るため、「雇用の分野における男女
の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」
（昭和47年法律第113号）に沿った男女均等取
扱いが徹底されるよう周知啓発、指導を行うと
ともに、事業主と労働者の間に紛争が生じた場
合には円滑かつ迅速な解決が図られるよう援助
を行う。
また、経営者団体と連携した「女性の活躍推
進協議会」の開催や、ポジティブ・アクション普
及促進のためのシンボルマーク「きらら」の活用
促進、「均等・両立推進企業表彰」の実施等によ
り、ポジティブ・アクション（企業における労働
者の男女間格差の解消のための自主的かつ積極
的な取組）の取組を促進するとともに、使用者団
体・業種団体、労働組合との連携による業種別
の「見える化支援ツール」の作成、活用等により、
企業の取組を支援する。
さらに、「男女間賃金格差解消に向けた労使の
取組支援のためのガイドライン」の普及・活用
を図ることにより男女労働者の間に事実上生じ
ている格差の実態把握や取組の必要性の「気づ
き」を促す。また、「食料・農業・農村基本計画」
（平成22年3月閣議決定）等を踏まえ、女性が対
等なパートナーとして、男性と共に農林水産業
経営及びそれに関連する活動に参画していくこ
とのできる社会の実現に向けた施策を実施する。

ウ　 職業生活と家庭生活との両立支援対策の
推進

（ア）改正育児・介護休業法の円滑な施行
介護のための休暇制度（以下「介護休暇」とい

う。）の新設等を内容とする改正育児・介護休業
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組む。
また、参議院で継続審議となっている「国民年
金及び企業年金等による高齢期における所得の
確保を支援するための国民年金法等の一部を改
正する法律案（年金確保支援法案）」についても
早期成立に向けて取り組む。

イ　 個人のライフスタイルの選択に中立的な公
的年金制度の構築
年金制度改革については、年金制度を例外な

く一元化し、すべての人が「所得が同じなら同じ
保険料」を負担し、納めた保険料を基に受給額
を計算する「所得比例年金」の創設などを骨格
とする新たな年金制度について、国民的な議論
を行って、平成25年の国会に所要の法案を提出
することとしている。

ウ　公的年金制度の一元化の推進
上述のとおり、年金制度を例外なく一元化す

ることを含めた新たな年金制度を創設するため
の法案を、平成25年の国会に提出することとし
ている。
今後、平成22年12月の閣議決定「社会保障改

革の推進について」を踏まえ、23年半ばまでに、
具体的な制度改革案を明らかにするとともに必
要財源の安定的確保と財政健全化を同時に達成
するための税制改革の方針を示すこととしてお
り、新たな年金制度についてもこの枠組みに沿っ
て検討を進めることとしている。

エ　 日本年金機構による適切な運営と年金記録
問題への対応
日本年金機構については、厚生労働大臣が定
めた中期目標に基づき、日本年金機構により作
成された平成23年度計画を認可し、その着実な
実施を求めることにより、公的年金制度の適切

の導入・運用を支援するセミナー等を実施する。

（イ） 情報通信を活用した遠隔型勤務形態の開
発・普及

政府は平成22年5月に「新たな情報通信技術
戦略」を策定し、その中で2.地域の絆の再生（2）
高齢者等に対する取組に「テレワークの推進」を
位置づけ、関係各省が連携して、テレワークの一
層の普及拡大に向けた環境整備、普及啓発等を
推進することとされた。
これに基づき、大都市圏の活力ある発展に資
するテレワークを推進するため、テレワークセン
ター立地促進方策の検討や、テレワーク導入の
定量的な効果の検討、今後の大都市圏問題に対
応したテレワーク推進施策の検討を図り、テレ
ワークの普及・推進を促進する。
また、人口減少や少子高齢化により個々人の
生活様式に合わせた柔軟な就業環境を求められ
ている中、仕事と育児・介護の両立を目指す女
性、高齢者等の多様な人材の就業機会拡大のた
め、特に在宅型テレワークを中心として、普及課
題を幅広く調査・抽出し、その解決方策を明ら
かにすることで、効果的かつ効率的なテレワー
クの導入方法を確立する。
さらに、在宅勤務ガイドラインの周知・啓発、
テレワーク相談センターでの相談活動や、事業
主・労働者等を対象とした「テレワーク・セミ
ナー」の開催等により、引き続き適正な労働条
件の下でのテレワークの普及を図ることとして
いる。

（3）公的年金制度の安定的運営
ア　 持続可能で安定的な公的年金制度の確立
基礎年金国庫負担割合については、第177回

通常国会に提出中の国庫負担割合2分の1を維
持するための法案の早期成立に向けて取り
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（4）自助努力による高齢期の所得確保への支援
ア　企業年金制度等の整備
国民の高齢期における所得の確保をより一層
支援する観点から、企業型確定拠出年金におい
て加入資格年齢の引上げや加入者の掛金拠出を
可能とする等の措置を行うことを盛り込んだ「国
民年金及び企業年金等による高齢期における所
得の確保を支援するための国民年金法等の一部
を改正する法律案」の早期成立に努めるととも
に、今後も国民の老後の所得確保の一層の安定
と充実が図られるよう、厚生年金基金、確定給付
企業年金や確定拠出年金等の普及を図る。
また、平成24年3月31日に廃止期限を迎える
適格退職年金制度については、廃止期限まで残
り1年を切っている中、他の企業年金制度等への
円滑な移行に向けた取組を進めていく。

イ　退職金制度の改善
社外積立型の退職金制度を導入する等の改善

を促進するとともに、中小企業が退職金制度を
導入するのを支援するため、中小企業退職金共
済制度の普及促進等の施策を推進する。

ウ　 高齢期に備える資産形成等の促進
勤労者の自助努力による高齢期に備える資産

形成を促進するため、勤労者財産形成貯蓄制度
の普及を図り、勤労者の計画的な財産形成を促
進する。
また、高齢者の財産管理の支援等に資する認
知症高齢者等の権利擁護のための成年後見制度
について周知する。

な運営の確保に努める。
具体的には、年金記録問題への対応について

は、紙台帳検索システムによる紙台帳等とコン
ピュータ記録の突合せ、インターネットでの記
録確認をより使いやすいものとした「ねんきん
ネット」サービスの充実、年金通帳に関する調査
の実施などの取組を進める。
また、国民年金の適用事務については、第3号
被保険者の記録不整合問題に関して、法律によ
る抜本的な改善策について的確な施行準備を行
うなどの取組を推進するとともに、国民年金の
収納事務については、平成23年度の現年度納付
率が平成21年度と同程度の水準（60.0％）を確
保することを目標に、市場化テスト受託事業者
との連携を強化するとともに社会保障と税の一
体改革の検討状況を踏まえつつ、厚生労働省と
日本年金機構が連携を密にして更なる収納対策
の検討を行う。
厚生年金保険等の適用事務については、未適

用事業所の確実な把握に向け、厚生年金保険と
雇用保険の適用事業所の全数突合等を行うとと
もに、厚生年金保険等の徴収事務については、
適用事業所の新規適用時における口座振替の利
用の協力を事業主に求め、また、納付指導に応じ
ない事業所に対しては、必要に応じて、国税庁に
委任する仕組みを適切に活用する。
給付事務については、年金給付の請求書を受

け付けてから年金が決定され、年金証書が請求
者の方々に届くまでの所要日数を設定した「サー
ビススタンダード」の達成状況を適切に把握し、
迅速な事務処理を推進する。
この他、年金相談の充実、サービスの質の向
上や業務運営の効率化、業務の公正性・透明性
の確保などの取組を進めることとしている。
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